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みらい少額短期保険株式会社の株式の取得（子会社化）に関するお知らせ 

 

 

日本管理センター株式会社（以下、「当社」）は、平成 30 年２月 13 日開催の取締役会に

おいて、以下のとおり、関係当局の許認可等が得られること等を前提として、みらい少額

短期保険株式会社の発行済全株式を取得し、100％子会社化することについて決議し、当社

及び株式会社クレバリューを当事者とする株式譲渡契約書を締結いたしましたので、お知

らせいたします。 

 

 

１．株式の取得の理由 

 みらい少額短期保険株式会社は、平成 19年の少額短期保険事業開始以降、賃貸物件への

入居者を対象とした「みらいの家財総合保険」、テナント賃貸物件の事業者を対象とした「み

らいのテナント保険」の提供を行っております。 

 当社グループは「オーナー資産の最大化」をテーマに、賃貸住宅に関わるワンストップ

サービスを提供しております。みらい少額短期保険株式会社を子会社化することで、既存

事業とのシナジー効果を追求するとともに、当社グループのさらなる成長を実現してまい

ります。 

 

 

２．異動する子会社（みらい少額短期保険株式会社）の概要 

（１） 名 称 みらい少額短期保険株式会社 

（２） 所 在 地 大阪市北区曽根崎二丁目８番５号 

（３） 代表者の役職・氏名 代表取締役 水野 好隆 

（４） 事 業 内 容 少額短期保険業 



（５） 資 本 金 299百万円 

（６） 設 立 年 月 日 平成 18年 12月４日 

（７） 大株主及び持株比率 株式会社クレバリュー 100％ 

（８） 
上場会社と当該会社 

と の 間 の 関 係 

資 本 関 係 該当事項はありません。 

人 的 関 係 該当事項はありません。 

取 引 関 係 該当事項はありません。 

（９） 当該会社の最近３年間の連結経営成績及び連結財政状態 

決算期 平成 27年３月期 平成 28年３月期 平成 29年３月期 

 純 資 産 24,298千円 26,390千円 30,532千円 

 総 資 産 121,345千円 175,880千円 212,390千円 

 １ 株 当 た り 純 資 産 801.27円 870.25円 1,006.88円 

 経 常 収 益 319,450千円 462,193千円 646,720千円 

 経 常 利 益 2,371千円 3,833千円 6,289千円 

 当 期 純 利 益 2,081千円 2,091千円 4,143千円 

 １株当たり当期純利益 68.63円 68.96円 136.62円 

 

 

３．株式取得の相手先の概要 

（１） 名 称 株式会社クレバリュー 

（２） 所 在 地 大阪市北区曽根崎二丁目８番５号 

（３） 代表者の役職・氏名 代表取締役 内田 敦 

（４） 事 業 内 容 Webコンサルティング事業、人材トータルソリューション事業 

（５） 資 本 金 125百万円 

（６） 設 立 年 月 日 平成 20年５月 26日 

（７） 純 資 産 59百万円（平成 29年３月期） 

（８） 総 資 産 96百万円（平成 29年３月期） 

（９） 大株主及び持株比率 

内田敦 36％ 

株式会社 HASSIN  24％ 

有限会社 明大 24％ 

And.communication 株式会社 16％ 

（10） 
上 場 会 社 と 

当 該 会 社 の 関 係 

資 本 関 係 該当事項はありません。 

人 的 関 係 該当事項はありません。 

取 引 関 係 該当事項はありません。 

関連当事者へ

の 該 当 状 況 
該当事項はありません。 



４．取得株式数，取得価額及び取得前後の所有株式の状況 

（１） 異動前の所有株式数 ０株（議決権所有割合 ０％） 

（２） 取 得 株 式 数 30,324株（議決権所有割合 100％） 

（３） 取 得 価 額 107百万円（予定） 

（４） 異動後の所有株式数 30,324株（議決権所有割合 100％） 

 

 

５．日 程 

（１） 取締役会決議日 平成 30年２月 13日 

（２） 契 約 締 結 日 平成 30年２月 13日 

（３） 株式譲渡実行日 平成 30年４月２日（予定） 

 

 

６．今後の見通し 

 今後の業績に与える影響につきましては、軽微であると考えておりますが、公表すべき

事項が生じた場合には、速やかにお知らせいたします。 

 

 

 

以上 

 


